様式第３号(第６条関係）の記入例

	障害者雇用状況等報告書
令和８年４月20日　　

大阪府知事　様

所在地　大阪府大阪市中央区大手通◆丁目◆番◆号
名称　株式会社 大阪ハートフル
代表者の氏名　代表取締役　大手　太郎
大阪府障害者の雇用の促進及び職業の安定に係る法人の事業税の税率等の特例に関する条例施行規則第６条第２項の規定により、対象障害者の雇用状況について、下記のとおり報告します。
なお、これらの個人情報については、厚生労働省策定の「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」に沿って把握し、確認したものに相違ありません。
記

ふりがな

生年月日

手帳番号

身体障害者

知的障害者

精神障害者

雇入れ年月日

労働者又は短時間労働者又は特定短時間労働者の別
年度内に対象障害者となった場合は、その年月日

年度内に等級等の変更があった場合は、その年月日

年度内に離職した場合は、その年月日

氏　　名
　年　月　日

確認

等級

現

確認

程度
現

確認

　
年　月　日

　年　月　日

　年　月　日

　年　月　日

前

前

例①　○○○○

S60. 5.29

○○○○

A

1

　

　

H27.11. 1
常用

例②　○○○○

S62. 1.16

○○○○

　

　

P

H28. 6. 1
特定短

例③　○○○○

H5. 3. 5

B

4

　

　

H28.11. 1
短時間

例④　○○○○

H6. 3. 3

○○○○

A

1

　

　

H29. 4. 1
常用

R7. 6. 1

例⑤　○○○○

H2. 1.16

○○○○

　

　

P

H30. 4. 1
常用

R7. 8.31
障害者に非該当
例⑥　○○○○

H7. 7.17

○○○○

A

1

3

　

　

R6.11. 1
短時間

R7.10. 1
例⑦　○○○○

H10.12.22

○○○○

Ａ

２

　

Ｄ

２

　

R４. 4. 1
常用

R7.11. 1
例⑧　○○○○

H8. 5.29

○○○○

　

Ｄ

１

　

R6. 4. 1
常用

R7. 6.30

例⑨　○○○○

H7. 9.11

○○○○

　

Ｄ

1

　

R6. 4. 1
R6.12. 1
短時間

R7. 7.31
例⑩　○○○○

H10. 3. 2

○○○○


　


　

Ｐ

R7. 4. 1
常用

(短時間)
R8. 2. 1






○障害者の確認


確認方法に応じ、下記の区分に該当する記号を記入し、身体障害者であってＡに該当する場合は、身体障害者手帳の交付番号を、知的障害者であってＤに該当する場合は、療育手帳の交付番号を、精神障害者にあってはＰを記載するとともに精神障害者保健福祉手帳の交付番号を手帳番号欄に記入してください。





身体障害者の確認方法　　　　知的障害者の確認方法　　　　　　　　 　　 精神障害者の確認方法


Ａ　身体障害者手帳による　　Ｄ　療育手帳(愛の手帳)による　　　　　　　Ｐ　精神障害者保健福祉手帳による


Ｂ　指定医の診断書による　　Ｅ　学校長の証明書による


Ｃ　産業医の診断書による　　Ｆ　施設長の証明書による


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ　精神保健福祉センターの判定書による


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ　児童相談所の判定書による


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　知的障害者更正相談所の判定書による


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｊ　精神保健指定医の判定書による


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｋ　障害者職業センターの判定書による


○障害者の等級


　当該年度内に障害の等級に変更がない場合は、その障害等級を上段に記入し、当該年度内に障害の等級に変更があった場合は、変更前の障害等級を下段に、変更後の障害等級を上段にそれぞれ記入してください。


なお、身体障害の等級欄について、７級の障害を２つ以上重複して有する方は「６」を記入し、３級の障害を２つ以上重複して有する方は「２」を記入してください。また、知的障害の等級欄について、知的障害の程度に応じ、重度の場合は「１」、重度以外の場合は「２」を記入してください。








(例①)常用雇用の重度身体障害者の場合


(例②)特定短時間雇用の精神障害者の場合


(例③)短時間雇用の重度身体障害者以外の場合


(例④)年度中途に重度身体障害者となった場合


(例⑤)年度中途に対象障害者に該当しなくなった場合


(例⑥)年度中途で重度以外の身体障害者が重度身体障害者となった場合


(例⑦)年度中途で重度以外の知的障害者が重度身体障害者となった場合


(例⑧)年度中途で離職した場合


(例⑨)年度中途で離職の後に再雇用した場合


(例⑩)年度中途で短時間雇用から常用雇用となった場合


※　年度中途に変更があった場合は、変更前の状況を下段に、変更後の状況を上段にそれぞれ記入してください。





（注）


〇大阪府外の事務所又は事業所で障害者を雇用している


場合は、府内の事務所又は事業所と府外の事務所等は、


別葉にして作成してください。


〇雇入れ年月日順に記載願います。





○年度内に離職した場合は、その年月日


当該年度において離職した身体障害者、知的障害者又は精神障害者について、離職年月日を記入してください。





○雇入れ年月日


当該年度において新たに雇い入れた身体障害者、知的障害者又は精神障害者について、雇い入れた年月日を記入してください。








